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序 文 

 
側方経路腰椎椎体間固定術(Lateral Lumbar Interbody Fusion [以下 LLIF]）は、腰椎椎体

間固定術の一法として 2012 年に本邦に導入された [1-3]。腰椎椎体間固定術は腰椎変性す
べり症、脊柱変形、椎体骨折などの腰椎疾患に対し 20 世紀初頭より汎用され、アプローチ
部位により後方椎体間固定術や前方椎体間固定術が一般的である。LLIF は椎体側方あるい
は前側方から椎間板に比較的低侵襲で到達が可能な術式であり、上記のような変性疾患に
加えて多数回手術や脊柱変形等においても有用性の高い術式として本法にて普及している。
一方で LLIF のアプローチは一般的に行われる後方手術とは異なる合併症リスクを伴う[3-
5]。この背景を踏まえ、日本脊椎脊髄病学会は 2017 年（平成 29年）1月に LLIFの安全で
適正な使用を目的として適正実施指針（第 1 版）を策定した。 

2015 年から 2020 年にかけて実施された本邦における全国アンケート調査の結果によれ
ば、13,245例の LLIFにおいて、366 例（2.76%）で手術関連合併症が報告された。合併症
には感覚障害、運動障害、大腰筋の筋力低下、大血管損傷、腹部臓器損傷や死亡例などが含
まれ、これらの発生は手術の適応や術式選択における慎重な判断の重要性を示している[6]。 

LLIFの本邦への導入後 10年を経て LLIFは広く用いられるようになり、また今後新たな
製品の上市や LLIFに類似した手技も導入されるが、合併症の発生の可能性は変わらず存在
するため、日本脊椎脊髄病学会および日本脊髄外科学会では LLIFのさらなる安全で適正な
使用のために適正実施指針の改訂を行った。本適正実施指針が、LLIFに携わる医療従事者
にとって有益な情報源となり、安全で効果的な治療の提供に貢献することを期待する。本治
療の実施者は、本指針の内容を十分に理解し必要な基準を満たした上で、適切な施設におい
て適切な手技によって本治療を行っていただきたい。 
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1 手術の目的 
側方経路腰椎椎体間固定術(Lateral Lumbar Interbody Fusion [以下 LLIF]）は、腰椎レベ

ルの椎体間の安定性やアライメント復元を目的とした手術で使用する。LLIF は従来の前方
経路腰椎椎体間固定術の利点を踏襲し、脊椎の安定性に寄与している靭帯組織を温存しつ
つ、椎体間を固定する手術である。靭帯性整復の機序を利用して椎体間高の回復や脊柱アラ
イメントの矯正が可能であり、椎間での変性によって生じた脊柱管狭窄や脊椎不安定性、脊
柱変形の改善を目的に使用する。 
 
2 適応 
(1) 適応椎間 
・ 腰椎レベル（L1/2, L2/3, L3/4, L4/5）で実施すること。 
・ T12/L1 より頭側および L5/S レベルには実施しないこと (L5/S 椎間に使用可能な

LLIFケージについては対応する適正使用指針に準拠のこと) 
・ 上記腰椎レベル内であれば実施椎間数に制限はない 
 
(2) 適応疾患 
・ 腰椎すべり症 (変性すべり症、分離すべり症) 
・ 変形性腰椎症（腰椎変性後弯症、腰椎変性側弯症または後側弯症） 
・ 腰部脊柱管狭窄症 
・ 腰椎椎間板症 
・ 腰椎分離症 
・ 腰椎固定術後隣接椎間障害 
・ 腰椎除圧後の脊柱管再狭窄 
・ 腰椎椎体骨折後後弯症 
・ その他 (上記以外でも腰椎椎体間固定術の適応となる疾患) 
 
(3) 慎重に判断が必要な疾患 
・ 透析性脊椎症 
・ 脊椎靭帯骨化症 
 
3 禁忌 
(1) 禁忌椎間 
・ T12/L1より頭側椎間 
・ L5/S1椎間 
・ 同高位椎間板が完全に骨癒合している椎間 
 



(２) 禁忌症例 
・ インプラント原材料にアレルギーを有する例 
・ 活動的もしくは制御できていない感染症を有する場合 
・ 局所的炎症徴候を有する例 
・ 実施椎間の上位椎または下位椎に脊椎腫瘍を有する例 
・ 医師の指示に従えない例（術後安静度の守れない症例など） 
 
(3) 注意すべき症例 
ア 一般的な注意すべき症例 
・ 重度骨粗鬆症（ステロイド性を含む）のある例 
・ 腎機能障害やアレルギーのため血管造影用ヨード剤を用いた術前評価ができない例 
・ 進入側の開腹ないし後腹膜進入手術の既往を有する例 
・ 小児または成長過程にある例 
・ 神経麻痺を有する例 
・ 腰椎椎間板ヘルニアなど脊椎前方成分が主たる病変に対して直接除圧が必要な症例

(LLIF で前方圧迫成分の直接除圧を行うことは推奨しない)。 
 

イ 解剖学的に注意すべき症例 
・ 結腸と腰方形筋の間に十分なスペースのない例 
・ 腎臓後方に結腸が走行する例（retro-renal colon 例） 
・ L1/2（横隔膜へのアプローチの検討や胸膜損傷の可能性がある） 
・ High iliac crest（椎間へのアプローチが困難な場合があり、終板損傷などをきたす可

能性が高くなる） 
・ 対象椎間周囲の血管走行破格を有する例 
・ Rising psoas sign（腰神経叢がより腹側に位置して損傷の可能性が高くなる） 
・ 椎間に著しい骨棘形成を有する例 
・ 椎間関節強直を有する例 
・ 片腎摘出術後の対側進入を行う例（残存腎の損傷により透析導入となる可能性がある

ため注意する） 
 
ウ 重要な基本的注意 
・ LLIF に付属する神経モニタリングは神経損傷を回避する上で有効な手段の一つだが、

神経の識別・位置確認の支援が主たる目的であり、術中の不測の神経損傷や切断を必ず
しも防ぐものではないため、術野の目視による確認を十分に行うこと。 

・ 本品及び併用する手術器械で椎間板へアプローチする際は、神経、血管、腸管、尿管及
び腹膜等の周辺組織を損傷することがないよう十分に評価をしたうえで、術野を直視



下で確実に確認を行うこと。 
 
4 合併症 
合併症の発生率と特徴 

2015 年から 2020 年にかけて実施された本邦における全国アンケート調査の結果によれ
ば、13,245例の LLIF において合併症発生率は 2.76%であり、0.74%の患者が合併症に関連
して再手術を必要とした。 
最も頻度の高い合併症は感覚障害（0.5%）で、以下、運動障害（0.43%）、大腰筋の筋力

低下（0.22%）の順であった。頻度は低いものの主要血管損傷（0.13%）、腹部臓器損傷（0.04%）
などの重大な合併症も報告されている。また、極めて稀ではあるが合併症に起因する死亡が、
4 例（0.03%）で報告されている。 
経大腰筋アプローチでは神経障害や大腰筋筋力低下が多く（1.79%対 1.05%）、前大腰筋

アプローチでは腹部臓器損傷が多い傾向があるが（0.27%対 0.35%）、上記の合併症はいず
れの進入路による LLIFでも起きうる合併症である。また、全合併症の約半数（49%）が脊
柱変形に対する手術中に発生していることから、術者の経験、疾患の種類が合併症の発生に
関与していると考えられる。したがって、本術式を実施するには、患者の健康状態や疾患の
病態、程度および術者の経験や技量、発生しうる合併症への対応などを慎重かつ十分に考慮
する必要がある。 
 
5 側方経路腰椎椎体間固定術手技導入にあたっての留意事項 
本手技を行うには、事前に当該製品を販売する企業が実施する(3)に定めたトレーニング

プログラムを受講すること。トレーニングの参加に必要な費用は参加者が負担する。トレー
ニング受講後は受講証明書を大切に保管しておくこと。なお、本手技は、以下の実施医基準
を満たした医師が、実施施設基準を満たした施設でのみ実施すること。 
 
(1) 実施施設基準 
ア 全身麻酔下で腰椎側方経路椎体間固定術が実施可能な施設。 
イ  血管損傷や腸管損傷を含めた合併症発生時に緊急対応が可能な体制を有する施設であ

り、かつ緊急対応可能な医師が常勤していること。 
ウ イを満たさない実施施設は、緊急対応可能な体制を有する医療機関等との連携が整備

されていること。 
 
(2) 実施医基準 

次のいずれの要件も満たすこと。 
ア 日本脊椎脊髄病学会もしくは日本脊髄外科学会に所属し、脊椎脊髄外科手術の専門知

識及び LLIF(Lateral Lumbar Interbody Fusion ： 側方経路腰椎椎体間固定術）の知識



を有する者。 
イ  (3)に定めたトレーニングプログラムを修了した者。 
  
(3) トレーニングプログラム 

事前に関連学会（日本脊椎脊髄病学会、日本脊髄外科学会）から監修をうけた、各企業
作成のトレーニングプログラムを受講すること。  
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